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介護施設等物価高騰対策支援事業実施要領 

 

 

（目的） 

第１条 本事業は、物価高騰の影響を受けている介護施設等を支援することにより、高齢

者福祉サービスの安定的な提供の継続を図ることを目的とする。  

 

（事業の内容） 

第２条 本事業は、一般社団法人栃木県老人福祉施設協議会（以下「老施協」という。）

を実施主体とし、次に掲げる事業を行うものとする。  

県補助金の交付を受けて物価高騰の影響を受けている介護施設等に対し助成金を交付 

する事業（以下「助成金交付事業」という。） 

 

（会計） 

第３条 老施協は、本事業に係る会計を他の会計と区分して経理しなければならない。  

 

（助成金交付事業の内容） 

第４条 老施協は、次に定めるところに従って助成金交付事業を実施しなければならない。 

（１）対象者 

対象者は、別表に掲げる県内所在介護施設等を運営する者とする。  

（２）対象経費 

対象経費は、別表に掲げる県内所在介護施設等の光熱費（電気代、燃料代（自動車

の燃料代を除く。）等）とする。  

（３）助成額  

助成額は、別表に掲げる基準額を上限とする。 

（４）補助率  

   補助率は、定額とする。  

 

（助成金の交付に係る手続き） 

第５条 老施協は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179

号）の趣旨に従い、前条に定める助成金交付事業の内容及び次に掲げる交付申請等の手

続きについて、助成金交付要領を作成しなければならない。  

（１）助成金の交付申請 

助成金の交付申請をしようとする者は、助成事業の目的及び内容、助成事業に要す

る経費その他必要な事項を記載した申請書に老施協が定める書類を添えて、老施協が

定める期日までに提出しなければならないこと。 

（２）助成金の交付決定 

ア 前号の規定により助成金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、その内容を調査し、当該申請について助

成金の交付を適当と認めたときは、申請した事業者（以下「申請者」という。）に

対し、速やかに助成金の交付の決定をしなければならないこと。  

イ アの場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、助成金の交付の申

請に係る事項につき修正を加えて助成金の交付の決定をすることができること。  
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（３）助成金の交付条件 

ア 助成金の交付決定を行う場合には、次に掲げる条件を附すものとすること。 

（ア）助成事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならないこと。  

（イ）申請は別表に掲げる介護施設等を運営する者が取りまとめ、１回に限り行える

ものとすること。 

（ウ）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を支援金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度

の終了後５年間保管しておかなければならないこと。  

イ アに定めるもののほか、補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を附す

ることができること。 

（４）助成金の交付決定通知  

助成金の交付決定をしたときは、速やかにその決定の内容（条件を附した場合にあ

っては当該条件を含む。）を申請者に通知するものとすること。 

（５）申請の取下げ  

ア 申請者は、交付決定の内容又はこれに附された条件に対して不服があるときは、

交付決定の日から15日以内に申請の取下げをすることができるものとすること。た

だし、特に必要と認める場合は、この期間を短縮し、又は延長することができるも

のとすること。 

イ アの規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付決定

はなかったものとみなすこと。 

（６）助成事業の実績報告  

助成事業者は、助成事業を完了したとき（助成事業の廃止の承認を受けたときを含

む。）は、助成事業の成果を記載した報告書に必要な書類を添えて、老施協に報告し

なければならないこと。 

（７）検査等 

ア 前号の規定により助成事業の完了の報告があったとき又は助成事業の一部につい

て検査の請求があったときは、助成事業者に対し、関係職員をして当該助成事業に

係る書類、帳簿その他必要な物件の検査を行わせることができること。 

イ 助成金交付事業の適正を期すため必要があると認めるときは、関係職員をして助

成事業者に対し、助成事業者の事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者への質問を行わせることができるものとすること。 

（８）是正のための措置 

ア 助成事業の完了又は廃止に係る助成事業の成果の報告を受けた場合において、そ

の報告に係る助成事業の成果が助成金の交付決定の内容及びこれに附した条件に適

合しないと認めたときは、当該助成事業につき、これに適合させるための措置を執

るべきことを助成事業者に指示することができるものとすること。 

イ  第６号の規定は、アの規定による指示に従って行う措置の完了について準用す

る。 

（９）交付決定の取消し 

ア 助成事業者が助成金を他の用途に使用し、又は助成事業に関して助成金の交付決

定の内容、これに附した条件その他法令等若しくは本要領に基づく老施協の処分に

違反したときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものと

すること。 
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イ アの規定は、前号の規定により交付すべき助成金の額の確定があった後において

も適用があるものとすること。 

（10）助成金の交付  

ア 助成金は、第６号の規定により交付すべき助成金の額に係る実績報告をした後に

支払うものとすること。ただし、特に必要があると認めるときは、概算払により交

付することができるものとすること。 

イ 助成事業者は、アの規定により助成金の交付を受けようとするときは、助成金交

付請求書を老施協に提出するものとすること。 

（11）助成金の返還  

ア 助成金の交付決定を取り消した場合において、助成事業の当該取消しに係る部分

に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、当該助成金の全部又

は一部の返還を命ずるものとすること。 

イ 助成事業者に交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその額を超え

る助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとするこ

と。 

（12）加算金及び延滞金 

ア 助成事業者は、第９号の規定による交付決定の取消しにより、助成金の返還を命

ぜられたときは、その命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

当該助成金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納

付額を控除した額）につき年 10.95％の割合で計算した加算金を老施協に納付しなけ

ればならないこと。 

イ アの規定により、加算金を納付しなければならない場合において、助成事業者の

納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、ま

ず当該返還を命ぜられた助成金の額に充てられたものとすること。 

ウ 助成事業者は、助成金の返還を命ぜられ、これを納付期日までに納付しなかった

ときは、納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年

10.95％の割合で計算した延滞金を老施協に納付しなければならないこと。 

エ 老施協は、ア及びウの場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

加算金及び延滞金の全部又は一部を免除することができるものとすること。 

オ ア及びウの規定に定める加算金及び延滞金の額の計算につき、これらの規定に定

める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とす

ること。 

（13）理由の提示  

助成金の交付の決定の取消し、助成事業の遂行の指示若しくは一時停止の命令又は

助成事業等の是正のための措置の指示をするときは、当該助成事業者に対してその理

由を示さなければならないこと。 

（14）助成金の経理及び関係書類等の保存  

助成事業者は、助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を助成事業が完了す

る日（助成事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属

する年度の終了後５年間保管しておかなければならないこと。  

（15）その他 

助成事業の円滑かつ適正な運営を行うため、本要領に定める事項のほか必要な事項

を定めることができるものとすること。 
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附 則 

この要領は、令和４（2022）年10月28日から適用する。 

別表 

介護施設等  

サービス種別  

（介護予防サービス、総合事業含む。）  

基準額 

（円/事業所・施設）  

訪問介護  50,000 

訪問入浴  50,000 

訪問リハビリテーション  50,000 

福祉用具貸与  50,000 

定期巡回随時対応型訪問介護看護  50,000 

夜間対応型訪問介護  50,000 

居宅介護支援  50,000 

短期入所生活介護  50,000 

短期入所療養介護  50,000 

有料老人ホーム  50,000 

サービス付き高齢者向け住宅  50,000 

通所介護  150,000 

通所リハビリテーション  150,000 

地域密着型通所介護  150,000 

認知症対応型通所介護  150,000 

認知症対応型共同生活介護  150,000 

小規模多機能型居宅介護  150,000 

複合型サービス  150,000 

介護老人福祉施設  300,000 

地域密着型介護老人福祉施設  300,000 

介護老人保健施設  300,000 

介護医療院  300,000 

介護療養型医療施設  300,000 

特定施設入居者生活介護  300,000 

軽費老人ホーム  300,000 

養護老人ホーム  300,000 

※ 次の介護施設等は対象外とする。 

・令和４（2022）年度４月分から９月分までの介護報酬請求実績のない介護施設等（養

護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅

及び令和４（ 2022）年10月１日までに新たに指定を受けた介護施設等を除く。） 

・介護保険法上のみなし指定がされている病院、診療所、薬局  

・国、都道府県又は市町村が運営する介護施設等 

・交付決定までに廃止する介護施設等 

 


